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国　税／�10月分源泉所得税の納付� 11月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請�

� 11月15日
国　税／�所得税予定納税額第2期分の納付�11月30日
国　税／�9月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 11月30日
国　税／�12月、3月、6月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 11月30日
国　税／�3月決算法人の中間申告� 11月30日
国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告（年3回

の場合）� 11月30日
地方税／�個人事業税第2期分の納付�

� 都道府県の条例で定める日

11 2016（平成28年）

「株主リスト」が登記の添付書面に　本年 10 月１日以降の株式会社の登記の申請では、
登記事項について株主総会決議が必要な場合（例えば役員変更の登記）には、従来の株
主総会議事録に加えて、主要株主の氏名・住所・株式数等を代表者が証明した書類であ
る「株主リスト」を添付することになっていますので注意が必要です。

ワン
ポイント

◆  11 月 の 税 務 と 労 務 11月 （霜月）NOVEMBER
	 3日・文化の日　23日・勤労感謝の日

日 月 火 水 木 金 土

※税を考える週間　11月11日〜11月17日
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11月号─2

　

仕
事
と
家
庭
が
両
立
で
き
る
社
会

の
実
現
を
目
指
し
、
雇
用
環
境
を
整

備
す
る
た
め
、
育
児
・
介
護
休
業
法

が
改
正
さ
れ
ま
し
た
（
平
成
二
十
九

年
一
月
施
行
）。

一
　
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

　

整
備
さ
れ
た
内
容
は
、
次
の
三
点

に
大
別
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

①　

介
護
離
職
を
防
止
し
、
仕
事
と

介
護
の
両
立
を
可
能
と
す
る
た
め

の
制
度
の
整
備
（
仕
事
と
介
護
の

両
立
）

②　

多
様
な
家
族
形
態
・
雇
用
形
態

に
対
応
し
た
育
児
期
の
両
立
支
援

制
度
等
の
整
備
（
仕
事
と
育
児
の

両
立
）

③　

妊
娠
・
出
産
・
育
児
休
業
・
介

護
休
業
等
を
理
由
と
す
る
嫌
が
ら

せ
等
の
防
止
（
継
続
就
業
の
た
め

の
環
境
整
備
）

　

そ
れ
で
は
、
整
備
さ
れ
た
制
度
の

概
要
を
見
て
い
く
こ
と
と
し
ま
す
。

二
　
仕
事
と
介
護
の
両
立

①　

介
護
休
業
の
分
割
取
得

改
正
前
…
介
護
を
必
要
と
す
る
家
族

（
対
象
家
族
）
一
人
に
つ
き
、
通

算
九
十
三
日
ま
で
と
し
、
原
則
と

し
て
一
回
に
限
り
取
得
可
能
で
し

た
。

改
正
後
…
総
日
数
（
対
象
家
族
一
人

に
つ
き
通
算
九
十
三
日
）
は
従
来

通
り
で
す
。
取
得
回
数
は
、
三
回

を
上
限
と
す
る
分
割
取
得
が
可
能

と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
介
護
休
業
期
間
中
は
、
所

定
の
要
件
を
満
た
す
労
働
者
に
対
し
、

雇
用
保
険
制
度
か
ら
「
介
護
休
業
給

付
金
」
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

　

介
護
休
業
給
付
金
の
支
給
率
は
平

成
二
十
八
年
八
月
か
ら
引
き
上
げ
ら

れ
て
お
り
、
休
業
開
始
前
賃
金
の
約

六
七
％
（
従
来
は
四
〇
％
）
が
支
給

さ
れ
ま
す
。

　

対
象
家
族
の
範
囲
は
、
配
偶
者
、

父
母
、
子
、
配
偶
者
の
父
母
、
同
居

か
つ
扶
養
し
て
い
る
祖
父
母
、
兄
弟

姉
妹
及
び
孫
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、

同
居
・
扶
養
し
て
い
な
い
祖
父
母
、

兄
弟
姉
妹
及
び
孫
に
も
範
囲
が
拡
が

り
ま
す
。

②　

介
護
休
暇
の
取
得
単
位
の
柔
軟

化

　

介
護
休
暇
と
は
、
対
象
家
族
の
介

護
そ
の
他
の
世
話
を
行
う
労
働
者
が

一
年
に
五
日
（
対
象
家
族
が
二
人
以

上
の
と
き
は
十
日
）
ま
で
、
介
護
等

を
行
う
た
め
に
取
得
で
き
る
休
暇
を

い
い
ま
す
。

　

改
正
前
は
、
一
日
単
位
の
取
得
と

さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、
改
正
に
よ
り

半
日
単
位
で
の
取
得
が
可
能
と
な
り

ま
す
。

　

半
日
単
位
で
の
取
得
は
、
原
則
と

し
て
所
定
労
働
時
間
の
「
二
分
の
一
」

の
休
暇
を
取
得
す
る
こ
と
と
さ
れ
て

い
ま
す
が
、
労
使
協
定
を
締
結
す
る

こ
と
に
よ
り
二
分
の
一
以
外
の
時
間

数
を
設
定
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す（
例

え
ば
、
午
前
休
暇
は
九
時
か
ら
十
二

時
ま
で
の
三
時
間
と
し
、
午
後
休
暇

は
十
三
時
か
ら
十
八
時
ま
で
の
五
時

間
と
す
る
等
）。

※
所
定
労
働
時
間
が
四
時
間
以
下
の

労
働
者
に
つ
い
て
は
半
日
単
位
の

適
用
除
外
と
さ
れ
、
一
日
単
位
の

取
得
の
ま
ま
で
す
。

※
業
務
の
性
質
や
業
務
の
実
施
体
制

に
照
ら
し
て
、
半
日
を
単
位
と
し

て
取
得
す
る
こ
と
が
困
難
と
認
め

ら
れ
る
業
務
（
例
え
ば
、
流
れ
作

業
方
式
や
交
替
制
勤
務
に
よ
る
業

務
で
あ
っ
て
、
半
日
単
位
で
介
護

休
暇
を
取
得
す
る
者
を
勤
務
体
制

に
組
み
込
む
こ
と
に
よ
っ
て
業
務

を
遂
行
す
る
こ
と
が
困
難
な
業
務

な
ど
）
に
就
く
労
働
者
は
、
労
使

協
定
に
よ
り
除
外
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

③　

介
護
の
た
め
の
所
定
労
働
時
間

の
短
縮
措
置
等

改
正
前
…
介
護
の
た
め
の
所
定
労
働

時
間
の
短
縮
措
置
等
に
つ
い
て
、

介
護
休
業
と
通
算
し
て
九
十
三
日

の
範
囲
で
利
用
可
能
と
さ
れ
て
い

ま
し
た
。

改
正
後
…
介
護
休
業
と
は
別
に
、
利

用
開
始
か
ら
三
年
の
間
で
二
回
以

上
の
利
用
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　

事
業
主
は
、
次
の
い
ず
れ
か
の
措

置
か
ら
選
択
し
て
実
施
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
（
従
来
通
り
）。

育児・介護休業法等の改正
（平成 29年 1月施行）



3─11月号

・
所
定
労
働
時
間
の
短
縮
措
置

・
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度

・
始
業
、
終
業
時
刻
の
繰
上
げ
繰
下

げ
・
労
働
者
が
利
用
す
る
介
護
サ
ー
ビ

ス
費
用
の
助
成
そ
の
他
こ
れ
に
準

じ
る
制
度

④　

介
護
の
た
め
の
残
業
の
免
除�

（
新
設
）

　

介
護
終
了
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て
、

所
定
外
労
働
（
残
業
）
の
免
除
の
請

求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
制
度
が
新

設
さ
れ
ま
す
。

⑤　

有
期
契
約
労
働
者
の
介
護
休
業

取
得
要
件
緩
和

　

改
正
前
は
、
次
の
三
点
を
満
た
す

と
き
に
介
護
休
業
を
取
得
す
る
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。

ア　

同
一
の
事
業
主
に
引
き
続
き
一

年
以
上
雇
用
さ
れ
て
い
る
こ
と

イ　

介
護
休
業
開
始
予
定
日
か
ら
九

十
三
日
を
経
過
す
る
日
の
翌
日
以

降
も
引
き
続
き
雇
用
さ
れ
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
る
こ
と

ウ　

九
十
三
日
経
過
日
か
ら
一
年
を

経
過
す
る
日
ま
で
に
労
働
契
約
の

期
間
が
満
了
し
て
お
り
、
か
つ
、

契
約
が
更
新
さ
れ
な
い
こ
と
が
明

ら
か
で
な
い
こ
と

　

改
正
後
は
、
次
の
要
件
を
満
た
す

こ
と
で
介
護
休
業
を
取
得
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

ア　

介
護
休
業
の
申
出
時
点
で
、
過

去
一
年
以
上
継
続
し
て
雇
用
さ
れ

て
い
る
こ
と

イ　

介
護
休
業
を
取
得
す
る
日
か
ら

九
か
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間

に
、
雇
用
契
約
が
終
了
す
る
こ
と

が
明
ら
か
で
な
い
こ
と

三
　
仕
事
と
育
児
の
両
立

①　

子
の
看
護
休
暇
の
取
得
単
位
の

柔
軟
化

　

子
の
看
護
休
暇
と
は
、
小
学
校
就

学
の
始
期
に
達
す
る
ま
で
の
子
を
養

育
す
る
労
働
者
が
一
年
に
五
日
（
子

が
二
人
以
上
の
と
き
は
十
日
）ま
で
、

病
気
や
け
が
を
し
た
子
の
看
護
ま
た

は
子
に
予
防
接
種
、
健
康
診
断
を
受

け
さ
せ
る
た
め
に
取
得
で
き
る
休
暇

を
い
い
ま
す
。

　

前
述
の
対
象
家
族
の
介
護
休
暇
と

同
様
に
、
半
日
単
位
で
の
取
得
が
可

能
と
な
り
ま
す
。

②　

有
期
契
約
労
働
者
の
育
児
休
業

取
得
要
件
緩
和

　

改
正
前
は
、
次
の
三
点
を
満
た
す

と
き
に
育
児
休
業
を
取
得
す
る
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。

ア　

同
一
の
事
業
主
に
引
き
続
き
一

年
以
上
雇
用
さ
れ
て
い
る
こ
と

イ　

子
の
一
歳
の
誕
生
日
以
降
も
引

き
続
き
雇
用
さ
れ
る
こ
と
が
見
込

ま
れ
る
こ
と

ウ　

子
の
二
歳
の
誕
生
日
の
前
々
日

ま
で
に
、
労
働
契
約
の
期
間
が
満

了
し
て
お
り
、
か
つ
、
契
約
が
更

新
さ
れ
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
な

い
こ
と

　

改
正
後
は
、
次
の
要
件
を
満
た
す

こ
と
で
育
児
休
業
を
取
得
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

ア　

育
児
休
業
の
申
出
時
点
で
、
過

去
一
年
以
上
継
続
し
て
雇
用
さ
れ

て
い
る
こ
と

イ　

子
が
一
歳
六
か
月
に
な
る
ま
で

の
間
に
、
雇
用
契
約
が
終
了
す
る

こ
と
が
明
ら
か
で
な
い
こ
と

③　

育
児
休
業
等
の
対
象
と
な
る
子

の
範
囲

　

改
正
前
は
、
育
児
休
業
等
を
取
得

で
き
る
対
象
は
、
法
律
上
の
親
子
関

係
が
あ
る
実
子
・
養
子
を
養
育
す
る

労
働
者
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　

改
正
後
は
、
特
別
養
子
縁
組
の
監

護
期
間
中
の
子
、
養
子
縁
組
里
親
に

委
託
さ
れ
て
い
る
子
そ
の
他
こ
れ
ら

に
準
ず
る
も
の
を
養
育
す
る
と
き
も

育
児
休
業
の
対
象
と
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
育
児
休
業
の
他
、
子
の
看

護
休
暇
、
所
定
外
労
働
の
免
除
、
所

定
外
労
働
の
制
限
、深
夜
業
の
制
限
、

所
定
労
働
時
間
の
短
縮
の
措
置
に
お

い
て
も
、
養
育
す
る
子
の
範
囲
に
つ

い
て
同
様
の
変
更
が
行
わ
れ
ま
す
。

四
　
継
続
就
業
の
た
め
の
環
境
整
備

　

育
児
・
介
護
休
業
法
の
ほ
か
、
男

女
雇
用
機
会
均
等
法
な
ど
も
改
正
が

行
わ
れ
ま
す
。

　

従
来
か
ら
、
事
業
主
に
よ
る
妊
娠
・

出
産
・
育
児
休
業
・
介
護
休
業
等
を

理
由
と
す
る
不
利
益
取
扱
い
は
禁
じ

ら
れ
て
い
ま
し
た
。

　

改
正
後
は
、
こ
れ
に
加
え
、
上
司
・

同
僚
な
ど
に
よ
る
就
業
環
境
を
害
す

る
行
為
を
防
止
す
る
た
め
、
雇
用
管

理
上
必
要
な
措
置
を
と
る
こ
と
が
事

業
主
に
義
務
づ
け
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
派
遣
先
で
就
業
す
る
派
遣

労
働
者
に
つ
い
て
は
、
派
遣
先
も
事

業
主
と
み
な
し
て
、
前
記
防
止
措
置

義
務
を
適
用
す
る
こ
と
と
さ
れ
、
事

業
主
に
よ
る
育
児
休
業
等
の
取
得
等

を
理
由
と
す
る
不
利
益
取
扱
い
の
禁

止
規
定
を
派
遣
先
に
も
適
用
す
る
こ

と
と
さ
れ
ま
す
。



11月号─4

　教育訓練給付は、労働者や離職者が、自
ら費用を負担して厚生労働大臣が指定する
教育訓練講座を受講し修了したときに、教
育訓練施設に支払った経費の一部が支給さ
れる制度で、「一般教育訓練給付」と、「専門
実践教育訓練給付」の２種類があります。
①　一般教育訓練給付
　受講開始日現在で被保険者期間が３年以
上（初めて支給を受ける方は１年以上）あ
ること、受講開始時点で離職している場合
は、一般被保険者資格を喪失した日から受
講開始日までが１年以内など、一定の要件
があります。
　支給額は、教育訓練経費の20%に相当
する額（上限額10万円）です。
②　専門実践教育訓練給付
　受講開始日現在で被保険者期間が10年
以上（初めて支給を受ける方は２年以上）
あること、受講開始時点で離職している場

合は、一般被保険者資格を喪失した日から
受講開始日までが１年以内など、一定の要
件があります。
　支給額は、教育訓練経費の40％に相当
する額（訓練期間は最大で３年間とされ、
１年あたりの上限額は32万円）です⒜。
　また、専門実践教育訓練修了後、あらか
じめ定められた資格等を取得し、受講修了
後１年以内に一般被保険者として雇用され
た場合は、教育訓練経費の20％に相当す
る額が追加支給されます⒝。
　⒜と⒝を合わせると教育訓練経費の60
％相当額（１年あたりの上限額は48万円）
が支給されることとなります。
　なお、専門実践教育訓練受講開始時に
45歳未満で離職しているなど一定の条件
を満たす場合には、訓練期間中に「教育訓
練支援給付金」として基本手当日額の50％
相当額が支給されます（平成30年度まで
の暫定措置）。
※支給要件・支給額の一部を掲載していま
す。窓口はハローワークとなります。

　キャリアアップ助成金は、有期契約労働
者、短時間労働者、派遣労働者等のキャリ
アアップを促進するための取組として正社
員化、人材育成、処遇改善などを実施した
事業主に対して助成されるものです。
　支給額は取組内容により異なり、例えば、
有期契約労働者を正規雇用に転換した場合
は１人あたり60万円、人材育成を行った
場合は、経費助成のほか１人１時間あたり
800円の賃金助成も行われます（いずれも
大企業以外の支給額の例です）。
　支給額や要件は随時見直しが行われ、平
成28年８月に要件が緩和｛例：取組実施
前に提出する計画書の提出期限を「取組実
施日まで」（従来は、「取組実施前１か月ま
で」）に変更する等｝、10月にも内容拡充が
行われています。
　労働局またはハローワークに最新の要件
を確認のうえで、活用していきましょう。

　
年
次
有
給
休
暇
は
、「
日
」
単
位

で
の
取
得
が
原
則
で
す
が
、
職
場
で

労
使
協
定
を
締
結
し
た
場
合
は
、
一

年
に
五
日
分
を
限
度
と
し
て「
時
間
」

単
位
の
取
得
を
認
め
る
こ
と
が
で
き

ま
す
（「
分
」
単
位
な
ど
一
時
間
未

満
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
）。

　
労
使
協
定
で
は
、
次
の
四
点
を
定

め
ま
す
。

①
時
間
単
位
年
休
の
対
象
労
働
者
の

範
囲

②
時
間
単
位
年
休
の
日
数

③
一
日
の
年
次
有
給
休
暇
が
何
時
間

相
当
で
あ
る
か

④
一
時
間
を
超
え
る
単
位
と
す
る
場

合
は
そ
の
時
間
数

※
労
働
基
準
監
督
署
へ
の
届
出
は
不

要
で
す
。

　
な
お
、「
半
日
」
単
位
の
取
得
に

つ
い
て
は
、
労
働
者
が
希
望
し
、
使

用
者
が
同
意
し
て
い
る
の
で
あ
れ
ば
、

労
使
協
定
の
締
結
を
せ
ず
に
与
え
る

こ
と
が
可
能
で
す
。

教育訓練給付（雇用保険）

キャリアアップ助成金時
間
単
位
の
年
次
有
給
休
暇
取
得


